
第41回 東京都認知症施策推進会議

社会福祉協議会における
認知症の方への
権利擁護支援

地域福祉部 森 純 一

令和６年６月28日（金） 午後７時～

都道府県社会福祉協議会
とは・・・（社会福祉法110条）

区市町村社会福祉協議会
とは・・・（社会福祉法109条）

地域福祉の推進を図る ことを目的とする団体

＜目的＞はともに・・・

(1)社会福祉を目的とする事業の企画及び実

施

(2)社会福祉に関する活動への住民の参加の

ための援助

(3)社会福祉を目的とする事業に関する調査、

普及、宣伝、連絡、調整及び助成

(4)社会福祉を目的とする事業の健全な発達

のために必要な事業

（１）～（４）であって、
広域的な見地から行うことが適切なもの

(５)社会福祉を目的とする事業に従事す

る者の養成及び研修

（６）社会福祉を目的とする事業の経営に

関する指導及び助言

(7)市町村社会福祉協議会の相互の連絡

及び事業の調整
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【資料７】



社会福祉法４条
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（地域福祉の推進）

地域福祉の推進は、地域住民が相互に人格と個性を尊重し合いながら、参加し、
共生する地域社会の実現を目指して行わなければならない。

２ 地域住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する活
動を行う者（以下「地域住民等」という。）は、相互に協力し、福祉サービスを必要
とする地域住民が地域社会を構成する一員として日常生活を営み、社会、経済、
文化その他あらゆる分野の活動に参加する機会が確保されるように、地域福祉
の推進に努めなければならない。

３ 地域住民等は、地域福祉の推進に当たっては、福祉サービスを必要とする地
域住民及びその世帯が抱える福祉、介護、介護予防（要介護状態若しくは要支援
状態となることの予防又は要介護状態若しくは要支援状態の軽減若しくは悪化
の防止をいう。）、保健医療、住まい、就労及び教育に関する課題、福祉サービスを
必要とする地域住民の地域社会からの孤立その他の福祉サービスを必要とする
地域住民が日常生活を営み、あらゆる分野の活動に参加する機会が確保される
上での各般の課題（以下「地域生活課題」という。）を把握し、地域生活課題の解決
に資する支援を行う関係機関（以下「支援関係機関」という。）との連携等によりそ
の解決を図るよう特に留意するものとする。

第１項は、令和２年の法改正で新設。
「人は存在することで既に、誰かを支え、そして誰かに
支えられている」という理念を示す。

第２項は、
平成12年の法改正で
新設。従来は理解と協
力を得るべき存在
だった「地域住民」を
事業者および活動者
と連携して地域福祉
を推進する「主体」に
位置づけた。

第３項は、
平成29年の法改正
で新設。「地域生活課
題」の捉え方を
①本人だけでなく、
世帯全体に着目

②福祉に限らず、介
護、介護予防、保
健医療、住まい、
就労、教育、孤立、
参加にわたる

ものとした。

←令和３年４月施行

地域福祉権利擁護事業（⽇常⽣活⾃⽴⽀援事業）
〇平成11年10月 国庫補助事業として創設
〇都道府県社協を実施主体として、区市町村社協等に委託して実施
〇都内では平成28年度より62区市町村すべてで直接実施する体制

①判断能力が不十分な者（認
知症高齢者、知的障害者、
精神障害者等）であって、
日常生活を営むのに必要
なサービスを利用するため
の情報の入手、理解、判断、

意思表示を本人のみでは
適切に行うことが困難な者
をいう。）であること
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②本事業の契約の内容について
判断し得る能力を有している
と認められるものであること。

⇒ 地域福祉権利擁護事業の
ための「契約締結判定ガイドラ
イン」

⇒ 契約締結審査会（東京都社会
福祉協議会に設置）

次の①②いずれにも該当する方対象者＝
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東京都社会福祉協議会（地域福祉部）
・ 相談業務

・ 契約締結審査会の運営
・ 関係機関連絡会議の運営
・ 調査研究
・ 広報啓発
・ 実施社協・団体への援助（支援・助言）

基本的な実施体制（全体イメージ）
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相談受付から援助開始の流れ
Ⅰ 相談受付 最寄の実施社協等

Ⅲ 支援計画案の作成 地域福祉権利擁護事業による支援計画案を作成し、利用者に説明

Ⅱ 訪問・調査・関係調整
生活状況の把握、事業の具体的な説明、本人の利用意思や契約締結能力の確認、
関係機関や親族との調整。契約締結能力の確認が難しい場合は契約締結審査会へ

Ⅳ 契約締結
直接支援にあたる「生活支援員」の紹介
契約締結までは早くて1ヵ月半から3ヵ月程度の期間がかかる
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Ⅴ 援助開始
生活支援員による支援計画に沿った定期的な援助 ※ここから利用料が発生する
援助内容の記録と専門員への報告

Ⅵ 支援計画の評価等
専門員が利用者を定期的に訪問し、支援計画の適切さ、判断能力や利用希望に
変化がないかを確認 ⇒ 支援計画変更の場合は契約締結審査会へ

Ⅶ 解約･終了
利用者本人からの申し出の場合には、一定の手続きにより解約
利用者の判断能力が著しく低下した場合等、支援の継続が困難な場合は、
東社協の同意により解約（成年後見制度等ふさわしい支援につなげる）

専
門
員

専
門
員

生
活
支
援
員



◆日常的に出し入れしない通帳や年金証書等の書類を貸
金庫で保管

◆生活費の払戻しや医療費、税金等の支払いに伴う預金
の払戻しや預入れ

◆福祉サービスの利用の支援や利用料の支払い等
（例）生活に必要な行政手続き、郵便物の確認など

地域福祉権利擁護事業の事業内容

福祉サービスの利用援助

日常的金銭管理サービス

書類等の預かりサービス
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◆利用者と一緒に金融機関へ行
き、預金の払戻しや振込の手続
きを支援

◆本人に代わって第三者が法律行為
を行う

◆本人が作成した書類（例・銀行の払戻票）を届けたり、本人から預金を預かって支払う

◆利用者自らが各種の手続きを行なえる
よう援助することが基本

地域福祉権利擁護事業の援助の方針

相談・助言、情報提供

代行

代理

同行

★成年後見制度は法的代理権で本人を
支えるが、地域福祉権利擁護事業は、
本人の依頼に基づく任意代理となる。
★本事業の支援の範囲内で、その内容を
利用者との契約に定め、都度、本人の
意思を確認して行う。
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認知症高齢者

2,327人

（55.0%）知的障害者

11.9%

精神障害者

23.8%

その他

9.3%

地域福祉
権利擁護事業
都内契約者
（令和６年３月末現在）

４，２２８人

初回の相談者・機関（地域福祉権利擁護事業につながった経路）
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①本人

②家族・親族

③知人・近隣住民

④民生委員・児童委員

⑤社協の地域福祉活動推進部門

⑥福祉事務所（生活保護CW）

⑦保健所・保健センター

⑧上記⑥⑦以外の行政機関

⑨生活困窮者自立支援制度の自立相談支援事業所

⑩地域包括支援センター

⑪居宅介護支援事業所（ケアマネジャー）

⑫基幹型相談支援センター

⑬相談支援事業所等の障害者相談支援機関

⑭グループホーム

⑮居宅サービス事業所（⑪⑫⑬⑭を除く）

⑯福祉施設等の入所施設（特定施設含む）

⑰病院・診療所

⑱法律関係者・機関

⑲契約更新・契約内容変更・契約者変更

⑳その他

N＝758 複数回答（令和４年７月）

全社協／令和４年度 日常生活自立支援事業「利用状況調査」結果より



225

34

46

467

473

69

126

121

18
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福祉サービスの利用手続きを

してほしい

在宅生活への移行に向けて福

祉サービスの利用手続きを…

年金等の受給に関する手続き

の援助をしてほしい

公共料金・家賃等の滞納、収入

に応じた金額の管理ができ…

通帳や印鑑、郵便物の管理がで

きない

知人・家族等からの権利侵害、

悪質商法被害にあっている

援助していた家族・親族・友人

等の変化（転居、入院、死亡等）

施設・病院で金銭管理をしてい

ない

成年後見制度に関する質問・相

談

初回相談時の主な相談内容

（複数回答）
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福祉サービスの利用援助が

必要

在宅生活への移行に向けて

福祉サービスの利用援助…

年金等の受給に関する手続

きの援助ができない

公共料金・家賃等の滞納、収

入に応じた金額の管理が…

通帳や印鑑、郵便物の管理

ができない

知人・家族等からの権利侵

害、悪質商法被害にあって…

援助していた家族・親族・友

人等の変化（転居、入院、…

施設・病院で金銭管理をしな

い

成年後見制度につなぐ必要

がある

初回相談時から契約までに専門員側から

見えてきた課題（複数回答）
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全社協／令和４年度 日常生活自立支援事業「利用状況調査」結果より

初回相談時の主な内容、契約までに⾒えてきた課題

N=７５８ 令和４年７月
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52.7
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30.9

7.3

9.1

0 20 40 60

後払いのため、残高を意識できず使いすぎてしまう

本人にとって、いつ何にいくら使ったがわからなくなる

通帳を社協で預かっていても本人がキャッシュレスで使いす…

本人と一緒に明細等を見て収支を確認することができない

本人がログインパスワードを忘れてしまう

その他

図 キャッシュレスをめぐる支援上の課題 単位：％

通帳を発行しない
銀行もある。クレ
ジットカードの明細
も紙で発行されず、
一緒に収支を確認
する支援がしにくい

…

ネット関係で何かの引
き落としがあるようだ
が、カード会社に問い合
わせたくでもWEB上で
しか確認できない。本人
もIDやパスワードを忘
れてしまっている…

電気、ガス、携帯電
話がセットの契約で
は、キャッシュレス決
済の使い過ぎで滞
納するとライフライ
ンが止まってしまう
おそれがある…

キャッシュレス化をめぐる課題

ネットバンキング
を使えないと振込
手数料が値上げ

金融機関の統廃
合によって、これ
までは同行支援
で行くことので
きていた窓口が
なくなる
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キャッシュレス決済を使う利用者への支援で大切にしていること

〇キャッシュレス決済をただ止めさせるだけでなく、使いながらの工夫に取り組む。
〇何に使ったかわからず使いすぎてしまうことを自ら管理することが難しいので、口座を分
けて必要な生活費は確保したうえで、残りの収支を自分なりに管理できるようになるこ
とを支援する。

〇一定期間ごとに自らチャージする方法で管理してみる。
〇キャッシュレスで使うお金を目的別に分けて本人なりに管理することを支援する。

地域福祉権利擁護事業の特徴

人との関わりを通じて
本人が自らできることはできるように支援する

＊一人ひとりの特性に合わせた工夫
＊支援者にとっての利便性ではなく、本人にとってのメリットが大切
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区市町村域における権利擁護⽀援チームの形成

個別事案対応についての
検討の場

・成年後見制度に限らない
権利擁護支援の必要性

専門職
団体

地域の相談
支援機関

ネットワー
クの関係者

市町村
関係所管課

医師

地域の取組みについて協議を行う場

「共通理解の促進」「多様な主体の参画・活躍」
「機能強化のためのしくみづくり」

専門職
団体

地域の相談
支援機関

ネットワー
クの関係者

市町村
関係所管課

地域の相談
支援機関

ネットワー
クの関係者

当事者団体

家族会
市町村
関係所管課

金融機関
市民後見人

「検討・支援会議」
「困難事例検討会」

「協議会」

本人の判断能力の低下、地域福祉権利擁護事業の範囲を超える支援※が必要

成年後⾒制度
※代理権・取消権を必要とする重要な財産行為や身上保護
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判断能力が不十分だが、事業の契約内容は理解し判断できる

地域福祉権利擁護事業

頼れる親族のいない判断能力のある人が、何かあったときが不安

身元保証等※高齢者サポート事業（高齢者等終身サポート事業）

都内では
13社協・団体が実施

都内では
62社協・団体が実施

※身元保証、日常生活支援、死後事務

都内では
53区市町村に推進機関が設置され、
一部を除き社協が運営している
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成年後⾒制度推進機関の設置状況
東京都は、成年後
見制度の積極的
な活用を図るた
め、後見人等のサ
ポートや地域資
源との連携を図
る「成年後見制度
推進機関」を区市
町村が設置する
ことを支援し、現
在、都内の島しょ
部を除く53区市
町村に設置され
ている。
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◆虐待対応や財産
上の不当取引への
対応における権利
侵害からの回復支
援

◆意思決定支援等
による権利行使の
支援
※特に日常生活において

◆判断能力が不十
分な人が地域社会
に参加し、共に自
立した生活を送る
目的を実現するた
めの支援活動

※地域の課題として捉え直す視
点（＝ネットワークによる対応力
の強化、地域における理解の促
進）

※しくみや取組みをつくる視点（
＝見守り、近隣の協力、早期発
見）

本人を中心にした
支援・活動の共通基盤

権利擁護支援
の地域連携ネ
ットワーク

地
域
共
生
社
会
の
実
現
へ

高齢者支援の
ネットワーク

子ども支援の
ネットワーク

障害者支援の
ネットワーク

生活困窮者支援
のネットワーク

地域社会の見守
り等の緩やかな
ネットワーク

制度による対応だけでなく、
住民同士のつながりや支え合
いの支援等も重要

地域で求められる権利擁護の視点

個

対応力

地
域

予防


